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(57)【要約】
【課題】冷間鍛造性および浸炭後の結晶粒粗大化防止特性に優れた肌焼鋼を提供する。
【解決手段】質量％で、Ｃ：０．０５～０．２０％、Ｓｉ：０．０１～０．１％、Ｍｎ：
０．３～０．６％、Ｐ：０．０３％以下（０％を含まない）、Ｓ：０．００１～０．０２
％、Ｃｒ：１．２～２．０％、Ａｌ：０．０１～０．１％、Ｔｉ：０．０１０～０．１０
％、Ｎ：０．０１０％以下（０％を含まない）、Ｂ：０．０００５～０．００５％を含有
し、残部が鉄および不可避不純物からなり、円相当直径２０ｎｍ未満のＴｉ系析出物の密
度が１０～１００個／μｍ2であり、且つ、直径２０ｎｍ以上のＴｉ系析出物の密度が１
．５～１０個／μｍ2であり、ビッカース硬さが１３０ＨＶ以下である肌焼鋼である。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、
　Ｃ　：０．０５～０．２０％、
　Ｓｉ：０．０１～０．１％、
　Ｍｎ：０．３～０．６％、
　Ｐ　：０．０３％以下（０％を含まない）、
　Ｓ　：０．００１～０．０２％、
　Ｃｒ：１．２～２．０％、
　Ａｌ：０．０１～０．１％、
　Ｔｉ：０．０１０～０．１０％、
　Ｎ　：０．０１０％以下（０％を含まない）、
　Ｂ　：０．０００５～０．００５％
を含有し、
　残部が鉄および不可避不純物からなり、
　円相当直径２０ｎｍ未満のＴｉ系析出物の密度が１０～１００個／μｍ2であり、且つ
、円相当直径２０ｎｍ以上のＴｉ系析出物の密度が１．５～１０個／μｍ2であり、
　ビッカース硬さが１３０ＨＶ以下であることを特徴とする肌焼鋼。
【請求項２】
　更に、Ｍｏ：２％以下（０％を含まない）を含有するものである請求項１に記載の肌焼
鋼。
【請求項３】
　更に、Ｃｕ：０．１％以下（０％を含まない）および／またはＮｉ：３％以下（０％を
含まない）を含有するものである請求項１または２に記載の肌焼鋼。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれかに記載の化学成分の鋼を用意し、
　１１００℃～１２８０℃で３０分以下の均熱処理を行なう工程と、
　８００～１０００℃で１２０分以下の再熱間加工を行なう工程と、を含むことを特徴と
する肌焼鋼の製造方法。
【請求項５】
　請求項１～３のいずれかに記載の肌焼鋼を冷間加工した後、浸炭処理した機械構造部品
であって、
　表面から深さ２００μｍ位置までの範囲における旧オーステナイト粒の平均結晶粒度が
８～１４番であり、且つ、
　表面からの深さ２００μｍ位置から深さ５００μｍ位置までの範囲における旧オーステ
ナイト粒の平均結晶粒度が６～１２番であると共に、旧オーステナイト粒の結晶粒度が５
．５番以下の粗大粒を有しないことを特徴とする機械構造部品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自動車などの輸送機器、建設機械、その他産業機械などにおいて、浸炭処理
して使用される機械構造部品の素材となる肌焼鋼およびその製造方法、並びに当該肌焼鋼
を用いて得られる機械構造部品に関し、特に、冷間鍛造性および浸炭処理後の結晶粒粗大
化防止特性を示す肌焼鋼およびその製造方法、並びに機械構造部品に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　輸送機器、建設機械、その他産業機械などの各種産業機械に用いられる機械構造部品に
おいて、特に高強度が要求される機械構造部品の素材には、従来から、ＳＣｒ、ＳＣＭ、
ＳＮＣＭなどのＪＩＳ規格で定められた機械構造用合金鋼鋼材（肌焼鋼）が使用される。
この肌焼鋼は、鍛造や切削などの機械加工により所望の部品形状に成形された後、浸炭や
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浸炭窒化などの表面硬化処理（肌焼処理）が施され、その後、研磨などの工程を経て機械
構造部品が製造される。
【０００３】
　近年、上記機械構造部品の製造工程において、従来の熱間鍛造や温間鍛造から、冷間鍛
造への変更が望まれている。冷間鍛造とは、通常、２００℃以下の雰囲気における加工で
あり、冷間鍛造は、熱間鍛造や温間鍛造に比べて生産性が高く、しかも寸法精度および鋼
材の歩留がともに良好であるといった利点がある。しかし、上述したＪＩＳ規格で定めら
れた肌焼鋼を用いた場合、冷間鍛造性の不足や、冷間鍛造後の浸炭により結晶粒が粗大し
て部品強度などの機械的特性が劣化するといった問題が生じる。そこで、結晶粒粗大化防
止技術として、特許文献１～３の技術が開示されている。これらの文献には、Ｔｉ、Ｎｂ
などの元素を添加し、ＴｉＣ、Ｎｂ（ＣＮ）などの析出物を鋼中に微細に分散させること
によってピンニング効果を発揮させ、結晶粒の粗大化を防止する技術が開示されている。
また、例えば特許文献４には、このような結晶粒粗大化防止対策を施しつつ、合金元素添
加量の調整によって冷間鍛造性を向上させる技術が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１１－９２８６８号公報
【特許文献２】特開２００５－２００６６７号公報
【特許文献３】特開２００７－３２１２１１号公報
【特許文献４】特開２００３－１８３７７３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　機械構造部品の分野では冷間鍛造化のニーズが益々強くなっており、その素材となる肌
焼鋼についても、これまでよりも一層、冷間鍛造性および浸炭後の結晶粒粗大化防止特性
の双方に優れた肌焼鋼の提供が望まれている。
【０００６】
　本発明は上記の様な事情に着目してなされたものであって、その目的は、複雑形状部品
や大型部品であっても充分な冷間鍛造性を確保しつつ、しかも浸炭後の結晶粒粗大化防止
特性にも優れた新規な肌焼鋼およびその製造方法、並びに当該肌焼鋼を用いて得られる機
械構造部品を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決することのできた本発明に係る肌焼鋼は、質量％で、Ｃ：０．０５～０
．２０％、Ｓｉ：０．０１～０．１％、Ｍｎ：０．３～０．６％、Ｐ：０．０３％以下（
０％を含まない）、Ｓ：０．００１～０．０２％、Ｃｒ：１．２～２．０％、Ａｌ：０．
０１～０．１％、Ｔｉ：０．０１０～０．１０％、Ｎ：０．０１０％以下（０％を含まな
い）、Ｂ：０．０００５～０．００５％を含有し、残部が鉄および不可避不純物からなり
、円相当直径２０ｎｍ未満のＴｉ系析出物の密度が１０～１００個／μｍ2であり、且つ
、円相当直径２０ｎｍ以上のＴｉ系析出物の密度が１．５～１０個／μｍ2であり、ビッ
カース硬さは１３０ＨＶ以下であるところに要旨を有するものである。
【０００８】
　本発明の好ましい実施形態において、上記肌焼鋼は更に、Ｍｏ：２％以下（０％を含ま
ない）を含有するものである。
【０００９】
　本発明の好ましい実施形態において、上記肌焼鋼は更に、Ｃｕ：０．１％以下（０％を
含まない）および／またはＮｉ：３％以下（０％を含まない）を含有するものである。
【００１０】
　また、上記課題を解決することのできた本発明に係る肌焼鋼の製造方法は、上記のいず
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れかに記載の化学成分の鋼を用意し、１１００℃～１２８０℃で３０分以下の均熱処理を
行なう工程と、８００～１０００℃で１２０分以下の再熱間加工を行なう工程と、を含む
ところに要旨を有するものである。
【００１１】
　また、本発明には、上記の肌焼鋼を冷間加工した後、浸炭処理した機械構造部品であっ
て、（ア）表面から深さ２００μｍ位置までの範囲における旧オーステナイト粒の平均結
晶粒度が８～１４番であり、且つ、（イ）表面からの深さ２００μｍ位置から深さ５００
μｍ位置までの範囲における旧オーステナイト粒の平均結晶粒度が６～１２番であると共
に、旧オーステナイト粒の結晶粒度が５．５番以下の粗大粒を有しない機械構造部品も、
本発明の範囲内に包含される。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の肌焼鋼によれば、円相当直径２０ｎｍ未満の微細Ｔｉ系析出物と、円相当直径
２０ｎｍ以上の粗大Ｔｉ系析出物が適切な密度でバランス良く分散されているため、硬さ
が硬く、且つ、冷間鍛造時の変形抵抗が抑制されて冷間鍛造性が高められると共に、その
後の浸炭処理による結晶粗大化を防止することができた。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】図１は、実施例１の浸炭処理条件を示す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　前述したように、浸炭後の結晶粒粗大化防止特性に優れると共に、冷間鍛造性にも優れ
た肌焼鋼の提供が強く望まれているが、一般に、これらの両立は困難であると考えられて
いた。前述した特許文献１～３に開示されているように、冷間鍛造後の浸炭時の結晶粒粗
大化を防止するためには、ＴｉＣなどの微細析出物を生成させることが有効であるが、結
晶粒粗大化防止に有用な上記析出物を必要以上に生成させると、逆に、硬さや冷間鍛造時
の変形抵抗が増大し、鋼材の塑性変形が困難になったり金型寿命が低下するなど、冷間鍛
造性が低下するようになるからである。
【００１５】
　そこで本発明者らは、結晶粒粗大化防止特性にも冷間鍛造性にも優れた肌焼鋼を提供す
ため、検討を重ねてきた。その結果、鋼中のＴｉ系析出物が、その大きさ（円相当直径）
に応じて適切なバランスで分散された肌焼鋼を用いれば所期の目的を達成できることを見
出し、本発明を完成した。
【００１６】
　本発明において着目したＴｉ系析出物は、前述したように結晶粒の粗大化防止に対して
有効な析出物であるが、冷間鍛造性の観点からすると、むしろ有害であり、Ｔｉ系析出物
の析出強化によって鋼材の硬さや変形抵抗を増大させる原因ともなるため、冷間鍛造性の
低下を招く。冷間鍛造性の低下を防止するため、例えば、変形抵抗への影響が大きい円相
当直径２０ｎｍ以上の粗大Ｔｉ系析出物の密度を極力低下させることにより、当該粗大Ｔ
ｉ系析出物による析出強化の影響を低減し、冷間鍛造性を向上させることが考えられるが
、本発明者らの実験によれば、当該粗大Ｔｉ系析出物の密度を低減し過ぎると、浸炭後の
浸炭材の表層部では結晶粒粗大化防止効果が発揮されるものの、内部で結晶粒粗大化が生
じてしまい、結果的に、浸炭材の結晶粒粗大化防止特性が十分発揮されないことが分かっ
た。
【００１７】
　そこで、更に実験を重ねた結果、円相当直径２０ｎｍ以上の粗大Ｔｉ系析出物の密度を
所定範囲内（１．５～１０個／μｍ2）に制御することによって、浸炭材の表層部だけで
なく内部の結晶粒粗大化を防止すると共に、上記粗大Ｔｉ系析出物の存在による冷間鍛造
時の変形抵抗増大を抑制するために、円相当直径２０ｎｍ未満の微細Ｔｉ系析出物の密度
を所定範囲内（１０～１００個／μｍ2）に制御する（特に、微細Ｔｉ系析出物の密度の
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上限を１００個／μｍ2以下に低減する）ようにして、粗大Ｔｉ系析出物の密度と微細Ｔ
ｉ系析出物の密度をバランス良く制御すれば、冷間鍛造性に適した硬さを有し、従来より
も冷間鍛造時の変形抵抗を一層低減できると共に、浸炭材の表層部だけでなく内部の結晶
粒粗大化を有効に抑制でき、全体として、浸炭材の結晶粒粗大化防止特性に極めて優れた
肌焼鋼が得られることを見出し、本発明を完成した。
【００１８】
　本明細書において「肌焼鋼」とは、ＳＣｒ、ＳＣＭなどのようにＣｒやＭｎなどの合金
元素を含んだ化学成分の鋳鋼を用い、均熱処理（溶体化処理）後に熱間鍛造し、さらに再
熱間加工（例えば熱間圧延）したものを意味する。また、本明細書において機械構造用部
品とは、上記のようにして製造された肌焼鋼を冷間鍛造し、切削するなどして所望の部品
形状に成形した後、浸炭や浸炭窒化などの表面硬化処理（肌焼処理）を施したものを意味
する。
【００１９】
　また本明細書において、「冷間鍛造性に優れる」とは、後記する実施例に記載の条件で
肌焼鋼のビッカース硬度および５５％までの平均変形抵抗を測定したとき、ビッカース硬
度が１３０ＨＶ以下であり、且つ、５５％までの平均変形抵抗が６００ＭＰａ以下のもの
を意味する。これらの値は小さい程良く、好ましいビッカース硬度は１２５ＨＶ以下であ
り、好ましい平均変形抵抗は５９０ＭＰａ以下である。
【００２０】
　また本明細書において、「浸炭後の結晶粒粗大化防止特性に優れる」とは、浸炭後の浸
炭材について、後記する実施例に記載の方法で、（ア）表面から深さ２００μｍ位置まで
の最表層領域に存在する平均結晶粒度、および（イ）表面からの深さ２００μｍ位置から
深さ５００μｍ位置までの内部領域に存在する平均結晶粒度をそれぞれ測定したとき、（
ア）最表層領域に存在する平均結晶粒度が８～１４番であり、且つ、（イ）内部領域に存
在する平均結晶粒度が６～１２番であると共に、旧オーステナイト粒の結晶粒度が５．５
番以下の粗大粒を有しないこと、の両方を満足するものを意味する。これらの平均結晶粒
度は大きい程良く（すなわち、平均結晶粒径が小さい程良く）、好ましくは、（ア）最表
層領域に存在する平均結晶粒度が９～１３番であり、且つ、（イ）内部領域に存在する平
均結晶粒度が７～１１番であると共に、旧オーステナイト粒の結晶粒度が５．５番以下の
粗大粒を有しないこと、の両方を満足するものである。
【００２１】
　まず、本発明を最も特徴付けるＴｉ系析出物について説明する。
【００２２】
　本発明においてＴｉ系析出物とは、少なくともＴｉを含む析出物を意味する。具体的に
は、例えば、ＴｉＣ（Ｔｉの炭化物）、ＴｉＮ（Ｔｉの窒化物）、Ｔｉ（ＣＮ）（Ｔｉの
炭窒化物）のようなＴｉのみを含む析出物のほか；これらの析出物に例えば、Ｂ、Ａｌな
どの炭化物・窒化物・炭窒化物形成元素を更に含む複合析出物も、上記Ｔｉ系析出物に包
含される。
【００２３】
　そして本発明の肌焼鋼は、円相当直径２０ｎｍ未満のＴｉ系析出物の密度が１０～１０
０個／μｍ2であり、且つ、円相当直径２０ｎｍ以上のＴｉ系析出物の密度が１．５～１
０個／μｍ2であるところに特徴がある。本明細書では、説明の便宜上、円相当直径２０
ｎｍ未満のＴｉ系析出物を微細Ｔｉ系析出物と呼び、円相当直径２０ｎｍ以上のＴｉ系析
出物を粗大Ｔｉ系析出物と呼ぶ場合がある。
【００２４】
　ここで、本発明におけるＴｉ系析出物の密度制御の考え方について、改めて説明する。
繰返し述べるように、肌焼鋼においてＴｉ系析出物は一般に、浸炭時の結晶粒粗大化防止
作用を有していることが知られており、このような結晶粒粗大化防止特性は、Ｔｉ系析出
物の粒子径が小さく、且つ、密度が高いほど、向上すると言われている。しかしながら、
Ｔｉ系析出物の生成により析出強化が生じて冷間鍛造性が低下するため、優れた冷間鍛造
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性を発揮させるためには、Ｔｉ系析出物の粒子径を出来るだけ小さくし、且つ、低密度に
する必要がある。よって、優れた冷間鍛造性と結晶粒粗大化防止特性を両立するためには
、Ｔｉ系析出物の粒子径および密度をうまく調整する必要がある。本発明者らの実験結果
によれば、円相当直径２０ｎｍのＴｉ系析出物を境にして、円相当直径２０ｎｍ未満の微
細Ｔｉ系析出物の密度と、円相当直径２０ｎｍ以上の粗大Ｔｉ系析出物の密度とを、それ
ぞれ、バランス良く制御させた肌焼鋼は、従来よりも、浸炭後の結晶粒粗大化防止特性お
よび冷間鍛造性の双方に優れることが判明した。
【００２５】
　この点についてもう少し詳しく説明すると、本発明者らの実験結果によれば、全てのＴ
ｉ系析出物が、冷間鍛造後の浸炭時において結晶粒粗大化防止特性を効果的に発揮するの
ではなく、その粒子径およびマトリックスのＣ濃度に大きな影響を受けることが分かった
。すなわち、Ｔｉ系析出物の粒子径（円相当直径）が小さかったり、マトリックスのＣ濃
度が低いと、浸炭時のＴｉ系析出物は不安定となり、結晶粒粗大化防止特性を有効に発揮
することが出来ない。また、浸炭により鋼材の表層部と内部とはＣ濃度が大きく変化して
おり、同じ鋼材（浸炭材）であっても、Ｃ濃度が低い鋼材内部では、Ｃ濃度が高い鋼材表
層部に比べて結晶粒粗大化が生じ易くなるので、これを防止するためには、粒子径の大き
いＴｉ系析出物の密度を高める必要がある。しかしながら、粒子径の大きいＴｉ系析出物
の密度を高めると、逆に、冷間鍛造性が低下することから、本発明では、粗大Ｔｉ系析出
物の生成に伴う冷間鍛造性の低下を補填する目的で、円相当直径２０ｎｍ未満の微細Ｔｉ
系析出物の密度の上限を限定した。
【００２６】
　一方、微細Ｔｉ系析出物は、Ｃ濃度が高い鋼材の表層において特に効果的に結晶粒粗大
化防止特性を発揮するが、浸炭後の鋼材強度をより高めるためには、表層の結晶粒度をさ
らに微細化する（すなわち、微細Ｔｉ系析出物の密度を増大させる）必要がある。このた
め、本発明では、上記の粗大Ｔｉ系析出物よりも冷間鍛造性に及ぼす悪影響が小さい微細
Ｔｉ系析出物を多く生成させ、Ｃ濃度が高い表層において結晶粒微細化効果を有効に発揮
させるため、微細Ｔｉ系析出物の密度の下限を限定した。
【００２７】
　以下、各Ｔｉ系析出物について説明する。
【００２８】
　まず、円相当直径２０ｎｍ未満の微細Ｔｉ系析出物の密度は１０～１００個／μｍ2で
ある。この微細Ｔｉ系析出物は、浸炭後の結晶粒粗大化防止特性を有効に発揮させる作用
を有しており、このような作用を有効に発揮させるため、上記微細Ｔｉ系析出物の密度の
下限を１０個／μｍ2以上とした。一方、微細Ｔｉ系析出物の密度が高過ぎると、Ｔｉ系
析出物による析出強化によって冷間鍛造性が低下するようになるため、その上限を１００
個／μｍ2以下とした。浸炭後の結晶粒粗大化防止特性と冷間鍛造性のバランスを考慮す
ると、上記微細Ｔｉ系析出物の好ましい密度は２０～９０個／μｍ2であり、より好まし
い密度は２５～８５個／μｍ2である。
【００２９】
　次に、円相当直径２０ｎｍ以上のＴｉ系析出物の密度は１．５～１０個／μｍ2である
。円相当直径２０ｎｍ以上の粗大Ｔｉ系析出物は、特にＣ濃度が低い鋼材（浸炭材）内部
における結晶粒粗大化防止特性の向上に有用であり、このような作用を有効に発揮させる
ため、上記粗大Ｔｉ系析出物の密度の下限を１．５個／μｍ2以上とした。一方、粗大Ｔ
ｉ系析出物は冷間鍛造性に対して大きな悪影響を及ぼすものであり、粗大Ｔｉ系析出物の
密度が高過ぎると、Ｔｉ系析出物による析出強化によって冷間鍛造性が低下するようにな
るため、その上限を１０個／μｍ2以下とした。浸炭後の結晶粒粗大化防止特性と冷間鍛
造性のバランスを考慮すると、上記粗大Ｔｉ系析出物の好ましい密度は２．０～９．０個
／μｍ2であり、より好ましい密度は２．５～８．５個／μｍ2である。
【００３０】
　本発明に係る肌焼鋼における、微細Ｔｉ系析出物および粗大Ｔｉ系析出物の密度は上記
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のとおりであるが、上記肌焼鋼中に存在する全Ｔｉ系析出物の密度は、おおむね、好まし
くは１１．５～１１０個／μｍ2であり、より好ましくは２０～１００個／μｍ2である。
【００３１】
　　以上、本発明を最も特徴付けるＴｉ系析出物について説明した。
【００３２】
　本発明の肌焼鋼は、上述したように、粗大Ｔｉ系析出物と微細Ｎｂ系析出物を所定の密
度でバランス良く含有しているところに特徴があるが、鋼の成分組成についても適切に調
整する必要がある。本発明の鋼中成分は、ＪＩＳ規格に定義される肌焼鋼の範囲内に制御
されるものであるが、本発明では、従来よりも冷間鍛造時の変形抵抗を低減することを課
題の一つとして掲げるものであり、このような観点から、Ｃ含有量を低めに制御している
。そしてＣ含有量低減に伴う焼入れ性低下を防止するため、Ｂなどの焼入れ性向上元素を
必須成分として含むほか、Ｍｏなどの焼入れ性向上元素も、必要に応じて選択成分として
含んでいる。
【００３３】
　以下、本発明に係る肌焼鋼の成分組成について説明する。
【００３４】
　［Ｃ：０．０５～０．２０％］
　Ｃは、部品として必要な芯部硬さを確保するために必要な元素であり、Ｃ量が０．０５
％未満では硬さ不足により部品としての静的強度が不足する。また、浸炭材内部の結晶粒
粗大化防止に有用な粗大Ｔｉ系析出物の密度が著しく低減するという問題もある。しかし
過剰にＣを含有すると、硬さが過度に高くなり、微細Ｔｉ系析出物と粗大Ｔｉ系析出物の
密度のバランスが悪くなって冷間鍛造性が低下するため、その上限を０．２０％以下とす
る。好ましいＣ含有量は０．０７％以上、０．１８％以下であり、より好ましくは０．０
８％以上、０．１７％以下である。
【００３５】
　［Ｓｉ：０．０１～０．１％］
　Ｓｉは、浸炭後焼戻し処理炉時の硬さ低下を抑えて浸炭部品（機械構造用部品）の表層
硬さを確保するのに有効な元素である。こうした効果を有効に発揮させるため、Ｓｉ量の
下限を０．０１％以上とする。上記作用はＳｉ量が増加するにつれて向上し、好ましくは
０．０２％以上であり、より好ましくは０．０３％以上である。しかし過剰にＳｉを含有
すると、粗大Ｔｉ系析出物の密度が著しく低下し、冷間鍛造性に悪影響を及ぼすため、Ｓ
ｉ量の上限を０．１％とする。Ｓｉ量の好ましい上限は０．０８％以下であり、より好ま
しくは０．０６％以下である。
【００３６】
　［Ｍｎ：０．３～０．６％］
　Ｍｎは、浸炭処理時の焼入性を著しく高める元素である。また、Ｍｎは、脱酸材として
も作用し、鋼中の酸化物系介在物量を低減して鋼材の内部品質を高める作用を有する元素
である。また、Ｍｎ量が少ないと赤熱脆性が生じ、生産性が低下する。こうした作用を有
効に発揮させるため、Ｍｎ量の下限を０．３％以上とする。Ｍｎ量の好ましい下限は０．
３３％以上であり、より好ましくは０．３５％以上である。しかし過剰にＭｎを含有する
と、冷間鍛造性に悪影響を及ぼすほか、縞状の偏析が顕著となり、材質のばらつきが大き
くなるなどの問題が生じる。更に、Ｍｎの過剰添加は、鍛造性を悪化させたり、縞状の偏
析が生成して材質のばらつきが大きくなる。そのため、Ｍｎ量の上限を０．６％とする。
Ｍｎ量の好ましい上限は０．５５％以下であり、より好ましくは０．５％以下である。
【００３７】
　［Ｐ：０．０３％以下（０％を含まない）］
　Ｐは、鋼中に不可避不純物として含まれる元素であり、結晶粒界に偏析して機械構造部
品の衝撃疲労特性を劣化させるため、Ｐ量の上限を０．０３％以下とする。Ｐ量はできる
だけ低減することが好ましく、好ましくは０．０２５％以下、より好ましくは０．０２０
％以下とする。
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【００３８】
　［Ｓ：０．００１～０．０２％］
　Ｓは、Ｍｎと結合してＭｎＳを形成し、冷間加工後に切削加工するときの切削性を改善
する元素である。こうした作用を有効に発揮させるため、Ｓ量の下限を０．００１％以上
とする。Ｓ量の好ましい下限は０．００２％以上であり、より好ましくは０．００５％以
上である。しかし過剰にＳを含有すると、衝撃疲労強度が低下する恐れがあるため、Ｓ量
の上限を０．０２％とする。Ｓ量の好ましい上限は０．０１５％以下であり、より好まし
くは０．０１０％以下である。
【００３９】
　［Ｃｒ：１．２～２．０％］
　Ｃｒは、浸炭を促進し、鋼の表面に硬化層を形成して浸炭後の部品強度を確保するため
に有用な元素であるため、Ｃｒ量の下限を１．２％とする。Ｃｒ量の好ましい下限は１．
３０％以上であり、より好ましくは１．３５％以上である。しかし過剰にＣｒを含有する
と、過剰浸炭が生じてＣｒ炭化物が生成し、浸炭後の部品強度が増大して冷間鍛造性が低
下するため、Ｃｒ量の上限を２．０％とする。好ましいＣｒ量の上限は１．９０％以下で
あり、より好ましくは１．８０％以下である。
【００４０】
　［Ａｌ：０．０１～０．１％］
　Ａｌは、脱酸材として作用する元素であり、こうした作用を有効に発揮させるため、Ａ
ｌ量の下限を０．０１％とする。Ａｌ量の好ましい下限は０．０２％であり、より好まし
くは０．０３％以上である。しかし過剰にＡｌを含有すると、鋼の変形抵抗および硬さが
増大して冷間鍛造性が劣化するため、Ａｌ量の上限を０．１％とする。Ａｌ量の好ましい
上限は０．０８％以下であり、より好ましくは０．０７％以下である。
【００４１】
　［Ｔｉ：０．０１０～０．１０％］
　Ｔｉは、鋼中のＣやＮと結合し、浸炭時の結晶粒粗大化防止に有用なピンニング効果を
発揮するＴｉ系析出物の形成に必要な元素である。このような作用を有効に発揮させるた
め、Ｔｉ量の下限を０．０１０％とする。Ｔｉ量の好ましい下限は０．０２％であり、よ
り好ましくは０．０３０％以上である。しかし過剰にＴｉを含有すると、微細Ｔｉ系析出
物の密度が増大して冷間鍛造性が低下するため、Ｔｉ量の上限を０．１０％とする。Ｔｉ
量の好ましい上限は０．０６％以下であり、より好ましくは０．０５０％以下である。
【００４２】
　［Ｎ：０．０１０％以下（０％を含まない）］
　Ｎは、製鋼工程で必ず含まれる元素であるが、Ｎ量の増加に伴い、マトリックス中に固
溶して冷間鍛造性が低下する。また、Ｎ量が増加すると、微細Ｔｉ系析出物の密度が低減
し、所望とする結晶粒粗大化防止特性が得られないため、Ｎ量の上限を０．０１０％以下
とする。Ｎ量の好ましい上限は０．００８％以下であり、より好ましくは０．０５％以下
である。
【００４３】
　［Ｂ：０．０００５～０．００５％］
　Ｂは、微量で鋼材の焼入れ性を大幅に向上させる元素である。また、Ｂは、結晶粒界を
強化して衝撃疲労強度を高める作用もある。このような作用を有効に発揮させるため、Ｂ
量の下限を０．０００５％とする。Ｂ量の好ましい下限は０．０００７％以上であり、よ
り好ましくは０．０００９％以上である。しかし過剰にＢを含有しても上記作用が飽和す
るほか、Ｂ窒化物が生成し易くなり、逆に冷間加工性や熱間加工性が低下するため、Ｂ量
の上限を０．００５％とする。Ｂ量の好ましい上限は０．００４５％以下であり、より好
ましくは０．００４０％以下である。
【００４４】
　本発明の肌焼鋼に含まれる合金元素は上記の通りであり、残部は、鉄および不可避不純
物である。不可避不純物としては、例えば、原料、資材、製造設備などの状況によって持
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ち込まれる元素が挙げられる。
【００４５】
　本発明の肌焼鋼は、上記元素に加えて、必要に応じて、更に他の元素として、（ａ）Ｍ
ｏ、（ｂ）Ｃｕおよび／またはＮｉ、等を含有させることも有効であり、含有させる元素
の種類に応じて肌焼鋼の特性がさらに改善される。
【００４６】
　［（ａ）Ｍｏ：２％以下（０％を含まない）］
　Ｍｏは、浸炭処理における焼入性を向上し、機械構造部品の衝撃疲労強度の向上に有用
な元素である。こうした作用を有効に発揮させるには、Ｍｏ量の下限は０．２％以上であ
ることが好ましく、より好ましくは０．３０％以上、更に好ましくは０．４０％以上であ
る。しかし過剰にＭｏを含有させると、冷間鍛造時の変形抵抗が増大し、冷間鍛造性を劣
化させるため、Ｍｏ量の上限は２％以下であることが好ましい。Ｍｏ量のより好ましい上
限は１．５％以下であり、更に好ましくは１．０％以下である。
【００４７】
　［（ｂ）Ｃｕ：０．１％以下（０％を含まない）および／またはＮｉ：３％以下（０％
を含まない）］
　ＣｕとＮｉは、上記Ｍｏと同様に、浸炭処理における焼入性を高め、機械構造部品の衝
撃疲労強度向上に有用な元素である。また、ＣｕとＮｉは、Ｆｅよりも酸化され難い元素
であるため、機械構造部品の耐食性を改善するのにも作用する。こうした作用を有効に発
揮させるには、Ｃｕは０．０３％以上含有することが好ましく、より好ましくは０．０４
％以上、更に好ましくは０．０５％以上である。Ｎｉは０．０３％以上含有することが好
ましく、より好ましくは０．０５％以上、更に好ましくは０．０８％以上である。しかし
、Ｃｕを過剰に含有すると、熱間圧延性が低下し、割れなどの問題が発生し易くなる。従
ってＣｕ量の好ましい上限を０．１％以下とする。より好ましいＣｕ量は０．０８％以下
であり、更に好ましくは０．０５％以下である。また、Ｎｉを過剰に含有すると、コスト
高となるため、Ｎｉ量の好ましい上限を３％以下とする。より好ましいＮｉ量は２％以下
であり、更に好ましくは１％以下である。ＣｕとＮｉは、何れか一方を含有してもよいし
、両方を含有してもよい。
【００４８】
　以上、本発明の鋼中成分について説明した。
【００４９】
　次に、上記肌焼鋼の製造方法について説明する。本発明の肌焼鋼は、上記範囲に成分調
整した鋼を用意し、１１００℃～１２８０℃で３０分以下の均熱処理（溶体化処理）を行
なう工程と、８００～１０００℃で１２０分以下の再熱間加工を行なう工程と、を含むと
ころに特徴がある。具体的には、上記鋼を溶製し、常法に従って鋳造した鋳片を、１１０
０℃～１２８０℃で３０分以下の均熱処理（溶体化処理）を行なった後に熱間鍛造し、空
冷して室温まで冷却した後、８００～１０００℃で１２０分以下の再熱間加工（例えば熱
間圧延）を行なえばよい。ここで、前者の均熱処理（溶体化処理）は分塊圧延工程に相当
し、後者の再熱間加工は棒鋼圧延工程に相当する。
【００５０】
　以下、各工程について詳しく説明する。
【００５１】
　まず、上記鋼を用意し、１１００℃～１２８０℃で３０分以下の均熱処理（溶体化処理
）を行なう。熱間鍛造の前に、上記の温度で加熱して分塊圧延することによって、鋳造時
に生成したＴｉ系析出物を出来るだけマトリックス中に固溶させずに、次の再熱間加工に
て核成長させることができ、その結果、所定のＴｉ系析出物を確保できる。
【００５２】
　特に本発明では、上記温度範囲での均熱処理時間を３０分以下と短くすることが重要で
ある。このような短時間の均熱処理により、鋳造時に析出したＴｉ系析出物がマトリック
ス中に完全に固溶せず一部残留するため、残留したＴｉ系析出物が生成核となって、その
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後の棒鋼圧延時の加熱において所望とする粗大／微細なＴｉ系析出物がバランス良く生成
するようになる。上記の均熱処理時間が３０分を超えると、鋳造時に析出したＴｉ系析出
物が完全に固溶するため、棒鋼圧延時の加熱により、微細Ｔｉ系析出物の密度が過剰に多
くなり、一方、粗大Ｔｉ系析出物の密度は過剰に少なくなり、所望とする結晶粒粗大化防
止特性が得られないほか、硬さが低下して所望とする冷間鍛造性が得られない（後記する
実施例を参照）。好ましい均熱処理時間は２８分以下であり、より好ましくは２５分以下
である。なお、均熱処理時間があまり短いと、鋳造時に生成したＴｉ系析出物の一部を充
分に固溶させることができないため、棒鋼圧延時の加熱により粗大Ｔｉ系析出物の生成核
となり得る微細Ｔｉ系析出物が過剰に残留しやすくなる。よって、上記温度範囲での均熱
処理時間は、１０分以上であることが好ましく、より好ましくは１５分以上である。
【００５３】
　また、本発明では、均熱処理時間を制御した理由と同様の観点から、均熱処理温度を１
１００℃～１２８０℃に制御している。上記の均熱処理温度が１２８０℃を超えると、鋳
造時に析出したＴｉ系析出物が完全に固溶するため、棒鋼圧延時の加熱により、微細Ｔｉ
系析出物の密度が過剰に多くなり、一方、粗大Ｔｉ系析出物の密度は過剰に少なくなり、
所望とする結晶粒粗大化防止特性が得られないほか、硬さが低下して所望とする冷間鍛造
性が得られない（後記する実施例を参照）。なお、均熱処理温度が１１００℃を下回ると
、鋳造時に生成したＴｉ系析出物の一部を充分に固溶させることができないため、棒鋼圧
延時の加熱により粗大Ｔｉ系析出物の生成核となり得る微細Ｔｉ系析出物が過剰に残留し
やすくなる。好ましい均熱処理温度は１１５０～１２７０℃であり、より好ましくは１２
００～１２６０℃である。
【００５４】
　このようにして分塊圧延して得られた鋼片を熱間鍛造し、空冷などにより室温まで冷却
した後、再加熱して熱間加工（例えば、棒鋼圧延などの熱間圧延）することによって本発
明の肌焼鋼を得る。本発明では、この再加熱時の温度を、前述した均熱処理温度（１１０
０～１２８０℃）よりも比較的低い温度（８００～１０００℃）とし、１２０分以下の処
理を行なうことが重要であり、これにより、Ｔｉ系析出物の析出状態が適切に制御された
肌焼鋼が得られる。
【００５５】
　ここで、再熱間加工時の加熱温度が高すぎると、分塊圧延時に得られたＴｉ系析出物が
マトリックス中に固溶する恐れがあり、粗大Ｔｉ系析出物の密度が低減し、微細Ｔｉ系析
出物の密度が多くなって所望とする粗大Ｔｉ系析出物の密度を確保できない。その結果、
所望とする結晶粒粗大化防止特性が得られないほか、冷間鍛造性が低下する（後記する実
施例を参照）。一方、再熱間加工時の加熱温度が低すぎるとＴｉ系析出物の核成長が促進
せず、粗大なＴｉ系析出物が生成されず、浸炭後の結晶粒粗大化が発生しやすくなる。ま
た、再熱間加工時の加熱時間が長すぎるとオストワルド成長が起こり、浸炭時の結晶粒粗
大化防止に必要な、微細または粗大なＴｉ系析出物密度の低下が生じる恐れがある（後記
する実施例を参照）。再熱間加工時の好ましい条件は、温度：８２５℃以上９７５℃以下
、時間：６０分以下であり、より好ましい条件は、温度：８５０℃以上９５０℃以下、時
間：４５分以下である。なお、再熱間加工時の加熱時間があまり短いと、粗大なＴｉ系析
出物が生成されず、浸炭後の結晶粒粗大化が発生しやすくなるなどの不具合が生じるため
、１０分以上とすることが好ましく、より好ましくは１５分以上である。
【００５６】
　このようにして得られた肌焼鋼は、常法に従って冷間加工（例えば、冷間鍛造）して所
定の部品形状とした後、常法に従って浸炭処理することによって機械構造部品を製造でき
る。浸炭処理条件は特に限定されず、例えば、一般的な浸炭雰囲気下で、約８５０～９５
０℃で、約１～１２時間保持して行えばよい。
【００５７】
　こうして得られた機械構造部品は、（ア）表面から深さ２００μｍ位置までの範囲にお
ける旧オーステナイト粒の平均結晶粒度が８～１４番であり、且つ、（イ）表面からの深
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さ２００μｍ位置から深さ５００μｍ位置までの範囲における旧オーステナイト粒の平均
結晶粒度が６～１２番であると共に、旧オーステナイト粒の結晶粒度が５．５番以下の粗
大粒を有しないものである。本発明では、浸炭後の機械構造部品の結晶粒度番号を測定し
たとき、上記要件を満足するものを、「浸炭後の結晶粒粗大化防止特性に優れる」と評価
している。
【００５８】
　本発明によれば、表面から深さ２００μｍ位置までの最表層領域に存在する結晶粒の粗
大化を防止できるのみならず、表面からの深さ２００μｍ位置から深さ５００μｍ位置ま
での内部領域に存在する結晶粒の粗大化も防止できる点で、非常に有用である。ここで、
表面から深さ２００μｍ位置までの範囲における旧オーステナイト粒の好ましい平均結晶
粒度は８～１４番である。また、表面からの深さ２００μｍ位置から深さ５００μｍ位置
までの範囲における旧オーステナイト粒の好ましい平均結晶粒度は６～１２番であり、且
つ、結晶粒度は５．５番以下の旧オーステナイト粒を含まないことである。
【００５９】
　本発明で得られる機械構造部品の具体的な形態としては、例えば、歯車、軸付き歯車、
クランクシャフトなどのシャフト類、無段変速機（ＣＶＴ）プーリ、等速ジョイント（Ｃ
ＶＪ）、軸受などが挙げられる。特に、歯車のなかでも、ディファレンシャルユニットに
用いられる傘歯車として好適に用いることができる。
【００６０】
　以下、実施例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、本発明は下記実施例によって
制限されず、前・後記の趣旨に適合し得る範囲で変更を加えて実施することも可能であり
、それらはいずれも本発明の技術的範囲に包含される。
【実施例】
【００６１】
　溶製炉で鋼を溶製し、下記表１または表２に示す化学成分を含有する鋼片（残部は、鉄
および不可避不純物）を製造した。
【００６２】
　次に、得られた鋼片を下記表１または表２に示す分塊圧延温度に加熱した後、分塊圧延
を行い、次いで室温まで冷却した。次いで、下記表１または表２に示す棒鋼圧延温度に加
熱し、棒鋼圧延を行ない、直径５５ｍｍの棒鋼を製造した。
【００６３】
　このようにして得られた棒鋼について、以下の測定を行なった。
【００６４】
　（１）棒鋼中のＴｉ系析出物の密度の測定
　上記棒鋼の横断面（棒鋼の軸心と垂直な面）のＤ／４位置（Ｄは棒鋼の直径）において
、縦断面（棒鋼の軸心と平行な面）を研磨し、任意の０．９μｍ×１．３μｍの観察視野
について、以下の条件で（ア）ＴＥＭ観察および（イ）ＥＤＸ解析の両方を行い、成分組
成を測定してＴｉ系析出物を同定した。析出物の解析に用いたソフトは、住友金属テクノ
ロジー社製「粒子解析Ｖｅｒ．３０」である。
【００６５】
　次いで、（ウ）ＳＴＥＭ－ＨＡＡＤＥ観察を行い、ＳＴＥＭ像によりＴｉ系析出物のサ
イズ（円相当直径）を確認し、ＨＡＡＤＦ像においてＴｉ系析出物の析出状態（密度）を
測定した。上記と同様の操作を合計３視野について行い、その平均を算出し、観察視野１
μｍ2当たりに存在する、円相当直径２０ｎｍ未満の微細Ｔｉ系析出物の密度、および円
相当直径２０ｎｍ以上の粗大Ｔｉ系析出物の密度をそれぞれ測定した。
【００６６】
　詳細な測定条件は以下の通りである。
　　（ア）透過電子顕微鏡（ＴＥＭ）：ＨＦ－２２００型電界放射型透過電子顕微鏡（日
立製作所製）
　　　加速電圧：２００ｋＶ
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　　　観察倍率：１０００００倍
　　（イ）ＥＤＸ分析装置：ＥＭＡＸ７０００型ＥＤＸ分析装置（堀場製作所製）
　　（ウ）ＳＴＥＭ－ＨＡＡＤＥ観察装置：ＨＦ－２２１０型走査透過像観察装置（日立
製作所製）
　　　加速電圧：２００ｋＶ
　　　観察倍率：１０００００倍
【００６７】
　（２）変形抵抗の測定
　上記棒鋼の横断面のＤ／４位置を円中心として縦方向（軸心と垂直な面）に平行なφ２
０ｍｍ×３０ｍｍの円柱試験片を作製し、当該試験片の端面を拘束した状態から圧縮加工
を行なう端面拘束圧縮試験を行い、冷間鍛造中の変形抵抗（５５％までの平均変形抵抗）
を測定した。詳細には、上記試験片の長手方向に対して下記の圧縮試験を行い、得られる
応力－歪曲線に基づいて０～５５％までの変形抵抗を測定した。同様の操作を合計３個の
試験片について行い、その平均値を「５５％までの平均変形抵抗」とした。
【００６８】
　（圧縮試験条件）
　　圧縮試験機：ＬＣＨ１６００リンク式１６００ｔｏｎプレス機（神戸製鋼所製）
　　平均歪速度：８．７８ｓｅｃ-1

　　最大圧縮率：８５％
　　圧縮温度：室温
【００６９】
　本実施例では、上記のようにして測定した５５％までの平均変形抵抗が６００ＭＰａ以
下のものを合格とした。
【００７０】
　（３）ビッカース硬度の測定
　前述した（２）に記載されたφ２０ｍｍ×３０ｍｍの円柱試験片（圧縮試験を施す前の
もの）を用意し、長手方向に垂直な面を切り出し、断面におけるＤ／４位置（Ｄは半径を
示す）を測定した。旧オーステナイト粒内の硬さ測定には、マイクロビッカース硬度測定
器を用い、荷重１０ｇで測定した。測定は５箇所で行い、平均値を算出した。
【００７１】
　次に、上記（２）の測定に用いた圧縮試験用試験片に対し、図１に示す条件の浸炭処理
を行なった。詳細には、図１に示すように、９５０℃に加熱し、この温度で、カーボンポ
テンシャル（ＣＰ）０．８％の条件で３５０分間保持し、次いで８６０℃に冷却し、この
温度で、カーボンポテンシャル（ＣＰ）０．８％の条件で、７０分間保持し、７０℃の油
浴を用いて焼入れし、室温に冷却した。
【００７２】
　本実施例では、上記のようにして測定したビッカース硬度が１３０ＨＶ以下のものを合
格とした。
【００７３】
　浸炭処理を施した試験片について、（４）結晶粒度を調べた。
【００７４】
　（４）結晶粒度の測定
　上記試験片の圧縮方向に平行な断面を切り出し、ナイタール液でエッチングを行なった
後、中心より円周方向に１６ｍｍの表層部（表面から深さ２００μｍ位置までの領域）お
よび内部領域（表面からの深さ２００μｍ位置から深さ５００μｍ位置までの領域）につ
いて、光学顕微鏡で、観察倍率４００倍で観察を行い、ＪＩＳＧ０５５１に従って旧オー
ステナイト（旧γ）の粒度番号を判定した。
【００７５】
　本実施例では、（ア）表層部における旧オーステナイト粒の平均結晶粒度が８～１４番
であり、且つ、（イ）内部における旧オーステナイト粒の平均結晶粒度が６～１２番であ
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（浸炭後の結晶粒粗大化防止特性に優れる）と評価した。
【００７６】
　参考のため、表３および表４に「粗大粒」の欄を設け、観察視野中に粗大粒（結晶粒度
番号が５．５番以下のもの）が見られたものに「あり」を、粗大粒が見られなかったもの
に「なし」と記載した。また、粗大粒が見られたものについてのみ、観察視野に存在する
結晶粒のうち最大粒度番号を記載した。
【００７７】
　本実施例では、上記（２）の５５％までの平均変形抵抗と上記（３）のビッカース硬度
の両方を満足するものを合格（冷間鍛造性に優れる）と評価した。
【００７８】
　これらの結果を表３および表４に示す。
【００７９】
【表１】

【００８０】
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【表２】

【００８１】
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【表３】

【００８２】
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【表４】

【００８３】
　表３および表４から次のように考察できる。Ｎｏ．１～５０は、いずれも本発明で規定
する要件を満足する例であり、微細Ｔｉ系析出物の密度と、粗大Ｔｉ系析出物の密度がそ
れぞれ、適切に制御されているため、浸炭時の結晶粒度粗大化防止特性に優れており、且
つ、ビッカース硬度および変形抵抗の両方が低く、冷間鍛造性にも極めて優れていること
が分かる。
【００８４】
　これに対し、Ｎｏ．５１～６５は、本発明で規定するいずれかの要件を満足しない例で
ある。
【００８５】
　Ｎｏ．５１は、Ｃｒ量が少なく、且つ、分塊圧延時間および棒鋼圧延時間の両方が長す
ぎる例であり、微細Ｔｉ系析出物の密度が多く、且つ、粗大Ｔｉ系析出物の密度が低くな
った。その結果、ビッカース硬度および変形抵抗の両方が高くなり、冷間鍛造性が低下し
た。
【００８６】
　Ｎｏ．５２は、Ｃ量が多い例であり、微細Ｔｉ系析出物の密度が多く、且つ、粗大Ｔｉ
系析出物の密度が低くなった。その結果、ビッカース硬度および変形抵抗の両方が高くな
り、冷間鍛造性が低下した。
【００８７】
　Ｎｏ．５３は、Ｃ量が少ない例であり、粗大Ｔｉ系析出物の密度が低くなった。その結
果、鋼材（浸炭材）内部に粗大粒が生成し、所望とする結晶粒粗大化防止特性を確保でき
なかった。
【００８８】
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　Ｎｏ．５４は、Ｓｉ量が多い例であり、粗大Ｔｉ系析出物が全く生成しなかった。その
結果、硬さが硬くなり、冷間鍛造性が低下した。
【００８９】
　Ｎｏ．５５は、Ｍｎ量が多い例であり、粗大Ｔｉ系析出物の密度が低くなった。その結
果、ビッカース硬度および変形抵抗の両方が高くなり、冷間鍛造性が低下した。
【００９０】
　Ｎｏ．５６は、Ｍｎ量が少ない例であり、粗大Ｔｉ系析出物の密度が低くなった。その
結果、ビッカース硬度および変形抵抗の両方が高くなり、冷間鍛造性が低下した。また、
鋼材（浸炭材）内部に粗大粒が生成し、所望とする結晶粒粗大化防止特性を確保できなか
った。
【００９１】
　Ｎｏ．５７は、Ｃｒ量が多い例であり、硬さが硬くなって冷間鍛造性が低下した。
【００９２】
　Ｎｏ．５８は、Ａｌ量が多い例であり、硬さが硬くなって冷間鍛造性が低下した。
【００９３】
　Ｎｏ．５９は、Ｔｉ量が多い例であり、微細Ｔｉ系析出物の密度が高くなった。その結
果、ビッカース硬度および変形抵抗の両方が高くなり、冷間鍛造性が低下した。
【００９４】
　Ｎｏ．６０は、Ｔｉ量が少ない例であり、微細Ｔｉ系析出物の密度が低く、且つ、粗大
Ｔｉ系析出物は全く生成しなかった。その結果、鋼材（浸炭材）内部に粗大粒が生成し、
所望とする結晶粒粗大化防止特性を確保できなかった。
【００９５】
　Ｎｏ．６１は、Ｎ量が少ない例であり、微細Ｔｉ系析出物の密度が低くなった。その結
果、鋼材（浸炭材）内部に粗大粒が生成し、所望とする結晶粒粗大化防止特性を確保でき
なかった。また、Ｎ量が少ないために、ビッカース硬度が高くなり、冷間鍛造性が低下し
た。
【００９６】
　Ｎｏ．６２は、棒鋼圧延温度が高い例であり、微細Ｔｉ系析出物の密度が高く、且つ、
粗大Ｔｉ系析出物は全く生成しなかった。その結果、ビッカース硬度および変形抵抗の両
方が高くなり、冷間鍛造性が低下した。また、鋼材（浸炭材）内部に粗大粒が生成し、所
望とする結晶粒粗大化防止特性を確保できなかった。
【００９７】
　Ｎｏ．６３は、分塊圧延時間が長い例であり、微細Ｔｉ系析出物の密度が高く、且つ、
粗大Ｔｉ系析出物は全く生成しなかった。その結果、ビッカース硬度および変形抵抗の両
方が高くなり、冷間鍛造性が低下した。また、鋼材（浸炭材）内部に粗大粒が生成し、所
望とする結晶粒粗大化防止特性を確保できなかった。
【００９８】
　Ｎｏ．６４は、棒鋼圧延時間が長い例であり、微細Ｔｉ系析出物の密度が低くなり、且
つ、粗大Ｔｉ系析出物の密度も低くなった。その結果、鋼材（浸炭材）内部に粗大粒が生
成し、所望とする結晶粒粗大化防止特性を確保できなかった。
【００９９】
　Ｎｏ．６５は、Ｃｒ量が少ない例であり、粗大Ｔｉ系析出物の密度が低くなった。その
結果、鋼材（浸炭材）内部に粗大粒が生成し、所望とする結晶粒粗大化防止特性を確保で
きなかった。
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